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G7広島サミットに向けた準備について
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概要

 G7広島サミットに関連して、宮島を訪れることが予想される各国首
脳や関係者等を快適な環境でお迎えするため、島内の環境整備を行う。
 
 併せて、外国人観光客のさらなる誘客を図るため、宮島の四季折々の
風景や島の魅力を集めたプロモーションビデオやリーフレット、メディ
アキット等を作成する。



内容  ① 受入環境の整備（市道補修工事、施設修繕工事等）
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（主な事業）
　・観光看板補修等　　　　　　　　　　　　　　　　 2,500千円
　・包ヶ浦桟橋広場路面補修工事　　　　　　　　9,800千円
　・市道南線石版舗装補修工事等　　　　　　　 4,200千円

魅力ある町並みをより楽しんでいただくため、分かりやすい案内表示、
安全、安心して歩行できる道路・景観づくりを行う。



内容  ② プロモーション活動の推進

6

ポストコロナ、宮島の再興（ルネサンス）に向けて、
「神をいつきまつる島･厳島」のプロモーションを強力に推進する。

（主な事業）
　・宮島プロモーション及び宮島訪問税徴収開始に係る広告物作成業務委託料　　70,000千円



執行体制について
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経営政策課経営企画部

G7広島サミット推進チーム（関係課）

全件を統括し、推進チーム（関係課）との連携により、組織横断的に事業を推進する。

G7広島サミット推進室(仮称)

おもてなしをはじめとした万全の受入態勢を整え、安全、安心で円滑なサミットの開催支援を行うとと
もに、本市の魅力を世界に発信するなど、G7広島サミット開催に向けた準備を着実に進めるため、
10月1日に「G7広島サミット推進室（仮称）」を設置する。



　　SDGs・持続可能な観光地づくりに向けて
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イメージ写真
before

after



市政報告会の開催について

～次代を見据えたまちづくり～
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ねらい

１０年後

２０年後

持続可能で活力
あるまちであり
続けるために

市政報告会
 「次代を見据えたまちづくり」

人口減少・少子高齢化
生産年齢人口の減少
地域経済の縮小
持続可能な財政基盤



まちの構造をつくりかえ、

 選ばれ続けるまちへ

内　容
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日時・場所

12

　　

 
 

 
 
 

 
 
 

手話通訳、
要約筆記あり

佐伯地域

吉和地域

宮島地域

大野地域

１０月 １日（土）１４時～１５時 商工保健会館

１０月 ４日（火）１９時～２０時 水と緑のまち さいき文化センター

１０月 ５日（水）１９時～２０時 吉和福祉センター

１０月 ７日（金）１９時～２０時 ｅｔｔｏ宮島交流館

１０月１７日（月）１９時～２０時 市民活動センターおおの

廿日市地域



廿日市市公式インスタグラムの開設について



目的

暮らしや
すさ

観光地としての
魅力

レジャー
スポット

一日中
遊べる
公園
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地元愛の醸成
認知度・好感度UP
ファン増加

廿日市市の魅力を
若い世代に

まちのグルメ情報

豊かな自然

子育て世代に向けて
住みよさアピール



内容
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はつかいち応援大使による
動画投稿

はつかいち応援大使による
レポート投稿

スポーツを楽しむ市民からの
動画投稿



事業所用省エネルギー設備導入促進補助金等の拡充について

「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて



背景

2022（令和4）年

　　6月9日　廿日市市「ゼロカーボンシティ」宣言
　　　　　　　　　　市民、事業者、行政の「オールはつかいち」で、「2050年カーボン
　　　　　　　　　　　　  ニュートラル」を目指す「ゼロカーボンシティ」に挑戦

　　8月1日　廿日市市における特定送配電事業に関する基本協定
　　　　　　　　　　　　広島ガス廿日市工場で発電した電力を地下埋設自営線により、
　　　　　　　　　　　　 「廿日市市役所・文化センター」及び「廿日市浄化センター」へ供給
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宣　言

電 力 の
地産地消

CO2↓ 強靱性↑ コスト↓



令和４年度廿日市市当初予算→令和４年9月補正予算
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●事業所用省エネルギー設備導入促進補助金　　　　　　　　　　　　　　
 
●住宅用地球温暖化対策設備導入促進補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年9月～拡充



事業所用省エネルギー設備導入促進補助金の拡充
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【現　行】 【拡充後】
予 算 額 2,000千円 47,000千円（45,000千円増額）

対象経費
省エネ診断により
提案された設備導
入・設備改修に要
する経費

省エネ設備導入・設備改修に要する経費
1,000千円以下の場合

（下限200千円） 1,000千円超の場合

（省エネ診断 省略可） （省エネ診断 要受診）

補 助 率 1/2 1/2 2/3

限 度 額 1,000千円/件 500千円/件
（下限100千円）

6,000千円/件
（下限666千円/件）

CO2削減 141t-CO2/年 141t-CO2/年 2,379t-CO2/年



住宅用地球温暖化対策設備導入促進補助金の拡充
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【現　行】 【拡充後】

予 算 額 4,000千円
（令和４年５月で執行済）

6,000千円
（2,000千円増額）

（補助要件は現行どおり）
対象設備 限度額 補助率

家庭用燃料電池（エネファーム） 70千円/件

1/10
定置用リチウムイオン蓄電システム（蓄電池） 70千円/件
住宅用エネルギー管理システム（HEMS） 15千円/件
複層ガラス又は二重サッシ 20千円/件




